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事前確認は 5月 10 日 ( 火 ) まで！

【給付額】
上限最大 50万円 (個人事業主等の場合 )
【申請期間】
5月 31日 (火 ) まで

【事前確認の流れ】

※会員限定

①給付対象に当てはまるかどうかを確認
②公式HP
(https://jigyou-fukkatsu.go.jp/) にて仮
登録を行い、申請 IDを取得
③下記必要書類を揃え、当会へ予約 【電話
(☎03-3656-0621) かアプリにて】
④必要書類を持参し当会へ来局 (予約制 )
⑤ご本人で電子申請またはサポート会場で
　申請

※制度や給付対象について詳しく
は相談窓口☎0120-789-140
(毎日8:30-19:00)へお問い合
わせいただくか、または公式HP
(https://jigyou-fukkatsu.go.jp

/) をご確認ください。

【必要書類】

▶

所

管

業
種
目

概
況
書

要

否

別
表
等

旧納税地及び

旧 法 人 名 等

添付書類
貸借対照表、損益計算書、株主（社員）資
本等変動計算書又は損益金処分表、勘定
科目内訳明細書、事業概況書、組織再編
成に係る契約書等の写し、組織再編成に
係る移転資産等の明細書

別
表
一

各
事
業
年
度
の
所
得
に
係
る
申
告
書－

内
国
法
人
の
分

平
三
十
一
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
等
分

…
…

○印税 理 士
署 名 押 印

年 月 日

兆 十億 百万

年 月 日

整理番号

事業年度
（至）

売上金額

申告年月日

一 連 番 号

税

務

署

処

理

欄

※

申 告 区 分

庁 指 定 局指定 指導等 区 分通信日付印 確認印

年 月 日

翌年以降
送付要否
税理士法第30条
の 書 面 提 出 有

税理士法第33条
の２の書面提出有

適用額明細書
提出の有無

法
人
税

地 方
法人税

期限後 修 正 修 正期限後

要 否 無有

有 有

事業年度分の法人税 申告書
申告書課税事業年度分の地方法人税

中 間中 間

年 月 日
年 月 日

年 月 日

年 月 日

令和 年 月 日
税務署長殿

署受
務 付
税 印

納税地

法人名

（フリガナ）

（フリガナ）
代 表 者
記名押印
代表者
住 所

電話（ ） －

○印

法人番号

十億 百万 千 円

１

控 除 税 額

差引所得に対する法人税額

法 人 税 額 計

同上に対する税額

課 税 留 保 金 額

同上に対する税額

課税土地譲渡利益金額

差 引 法 人 税 額

所得金額又は欠損金額

法 人 税 額

（２）－（３）

（22）＋（23）＋（24）

（４）＋（５）＋（７）＋（９）

（10）－（11）－（12）－（13）

（別表三 「４」）（一）

（別表三 「８」）（一）

（別表三（二）「24」＋別表三
（二の二）「25」＋別表三（三）「20」）

差引確定
法人税額
（14）－（15）（ ）中間申告の場合はその

税額とし､マイナスの
場合は、（26）へ記入

利

益

金

土
地
譲
渡
留
保
金

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０

０ ０

連結納税の承認を取り消された
場合等における既に控除された
法人税額の特別控除額の加算額

剰 余 金 ・ 利 益 の 配 当
（剰余金の分配）の金額

十億 百万 千 円

控除しきれなかった金額

控 除 し た 金 額

外 国 税 額

計

所 得 税 の 額

（17）＋（18）

（13）

（19）－（20）

控

除

税

額

の

計

算
土
地
譲
渡
税
額
の
内
訳

土 地 譲 渡 税 額

同 上

（21）
所得税額等の還付金額

中 間 納 付 額

こ
の
申
告
に
よ
る
還
付
金
額

（15）－（14）

（別表三 「27」）（二）

（別表三 「28」）（二の二）

同 上
（別表三 「23」）（三）

申
告
で
あ
る
場
合

こ
の
申
告
が
修
正

欠損金又は災害損失金等の当期控除額
（別表七 「４の計」＋（別表七 「９」（一） （二）
若しくは「21」又は別表七 「10」））（三）

翌期へ繰り越す欠損金又は災害損失金
（別表七 「5の合計」）（一）
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17

課税留保金額に
対する法人税額

課税標準法人税額

（59）

地 方 法 人 税 額
（58）

所 得 地 方 法 人 税 額
（36）＋（37）

差 引 地 方 法 人 税 額
（38）－（39）－（40）－（41）

外 国 税 額 の 控 除 額

こ
の
申
告
前
の

申
告
で
あ
る
場
合

こ
の
申
告
が
修
正

この申告による還付金額

この申告により納付
すべき地方法人税額

45

す
る
金
融
機
関
等

還
付
を
受
け
よ
う
と

口座
番号

※税務署処理欄

預金

ゆうちょ銀行の
貯金記号番号

郵便局名等
本店･支店
出 張 所
本所･支所

銀 行
金庫･組合
農協･漁協

年 月 日残余財産の最
後の分配又は
引渡しの日

年 月 日
決算確定の日

０
０

０ ０

０ ０

基
準
法
人
税
額

税
額
の
計
算

課
税
標
準
法
人 （33）＋（34）

差引確定
地方法人税額
（42）－（43）（ ）中間申告の場合はその

税額とし､マイナスの
場合は､（45）へ記入

０ ０

課税標準法人税額

所 得 の 金 額 に
対する法人税額

（９）

（4）＋（5）＋（7）＋（10の外書）

課税留保金額に係る地方法人税額

この 申 告 により納 付
すべき法人税額又は
減少する還付請求税額

（65）

（43）－（42）

所得の金額に
対する法人税額

（68）
課税留保金額に
対する法人税額

（69）

（70）

（74） ０ ０

46

47

48

49

外

（別表四「47の 」）①

この申告前の所得
金額又は欠損金額

（60）

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０

中間申告分の法人税額

２

３

４

５

６

７

８

９
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14

０ ０

中間申告分の地方法人税額

（別表六 「6の③」）（一）
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36

37
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41

44

０ ０

０ ０

（別表六 「20」）（二）

（別表六 「50」）（二）

特 定
同族会社 非同族会社

事業種目

同族会社同非区分

非中小法人
円期末現在の資本金の

額又は出資金の額
同上が１億円以下の普通法人のうち中小法人に該当しないもの

左記以外の公益法人
等、協同組合等又は
特 定 の 医 療 法 人

仮装経理に基づく過大申告の
更正に伴う控除法人税額

（（（10）（11）（12））と（19）のうち少ない金額）－ －

仮装経理に基づく過大申告の
更正に伴う控除地方法人税額

法人税額の特別控除額
（別表六 「４」）（六）

こ
の
申
告
書
に
よ
る
法
人
税
額
の
計
算

こ
の
申
告
書
に
よ
る
地
方
法
人
税
額
の
計
算

外
30

（25）＋（26）＋（27）

欠損金の繰戻しに
よる還付請求税額

計

27

28

外

外

43

法人区分
普通法人（特定の医療法
人を除く｡）一般社団法
人等､みなし公益法人等
又は人格のない社団等

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等
に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
（別表六 「7」＋別表十七 「3」）（五の二） （三の十二）

15

16 32

42

平成・令和

平成・令和 （ ）中間申告の場合
の 計 算 期 間

平成･令和
平成･令和

平成･令和 平成･令和

（53）＋（54）＋（55）

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等
に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
（（（別表六（五の二）「8」）＋（別表十七（三の十二）
「 4 」））と（ 3 8 ）の う ち 少 な い 金 額 ）

青色申告

所

管

業
種
目

概
況
書

要

否

別
表
等

旧納税地及び

旧 法 人 名 等

添付書類
貸借対照表、損益計算書、株主（社員）資
本等変動計算書又は損益金処分表、勘定
科目内訳明細書、事業概況書、組織再編
成に係る契約書等の写し、組織再編成に
係る移転資産等の明細書

別
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各
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に
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告
書－

内
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分
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・
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後
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了
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等
分

…
…

○印税 理 士
署 名 押 印

年 月 日

兆 十億 百万

年 月 日

整理番号

事業年度
（至）

売上金額

申告年月日

一 連 番 号

税

務

署

処

理

欄

※

申 告 区 分

庁 指 定 局指定 指導等 区 分通信日付印 確認印

年 月 日

翌年以降
送付要否
税理士法第30条
の 書 面 提 出 有

税理士法第33条
の２の書面提出有

適用額明細書
提出の有無

法
人
税

地 方
法人税

期限後 修 正 修 正期限後

要 否 無有

有 有

事業年度分の法人税 申告書
申告書課税事業年度分の地方法人税

中 間中 間

年 月 日
年 月 日

年 月 日

年 月 日

令和 年 月 日
税務署長殿

署受
務 付
税 印

納税地

法人名

（フリガナ）

（フリガナ）
代 表 者
記名押印
代表者
住 所

電話（ ） －

○印

法人番号

十億 百万 千 円

１

控 除 税 額

差引所得に対する法人税額

法 人 税 額 計

同上に対する税額

課 税 留 保 金 額

同上に対する税額

課税土地譲渡利益金額

差 引 法 人 税 額

所得金額又は欠損金額

法 人 税 額

（２）－（３）

（22）＋（23）＋（24）

（４）＋（５）＋（７）＋（９）

（10）－（11）－（12）－（13）

（別表三 「４」）（一）

（別表三 「８」）（一）

（別表三（二）「24」＋別表三
（二の二）「25」＋別表三（三）「20」）

差引確定
法人税額
（14）－（15）（ ）中間申告の場合はその

税額とし､マイナスの
場合は、（26）へ記入

利

益
金

土
地
譲
渡
留
保
金

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０

０ ０

連結納税の承認を取り消された
場合等における既に控除された
法人税額の特別控除額の加算額

剰 余 金 ・ 利 益 の 配 当
（剰余金の分配）の金額

十億 百万 千 円

控除しきれなかった金額

控 除 し た 金 額

外 国 税 額

計

所 得 税 の 額

（17）＋（18）

（13）

（19）－（20）

控

除

税

額

の

計

算
土
地
譲
渡
税
額
の
内
訳

土 地 譲 渡 税 額

同 上

（21）
所得税額等の還付金額

中 間 納 付 額

こ
の
申
告
に
よ
る
還
付
金
額

（15）－（14）

（別表三 「27」）（二）

（別表三 「28」）（二の二）

同 上
（別表三 「23」）（三）

申
告
で
あ
る
場
合

こ
の
申
告
が
修
正

欠損金又は災害損失金等の当期控除額
（別表七 「４の計」＋（別表七 「９」（一） （二）
若しくは「21」又は別表七 「10」））（三）

翌期へ繰り越す欠損金又は災害損失金
（別表七 「5の合計」）（一）
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21

22

23

24

25

26

29

31

17

課税留保金額に
対する法人税額

課税標準法人税額

（59）

地 方 法 人 税 額
（58）

所 得 地 方 法 人 税 額
（36）＋（37）

差 引 地 方 法 人 税 額
（38）－（39）－（40）－（41）

外 国 税 額 の 控 除 額

こ
の
申
告
前
の

申
告
で
あ
る
場
合

こ
の
申
告
が
修
正

この申告による還付金額

この申告により納付
すべき地方法人税額

45

す
る
金
融
機
関
等

還
付
を
受
け
よ
う
と

口座
番号

※税務署処理欄

預金

ゆうちょ銀行の
貯金記号番号

郵便局名等
本店･支店
出 張 所
本所･支所

銀 行
金庫･組合
農協･漁協

年 月 日残余財産の最
後の分配又は
引渡しの日

年 月 日
決算確定の日

０
０

０ ０

０ ０

基
準
法
人
税
額

税
額
の
計
算

課
税
標
準
法
人 （33）＋（34）

差引確定
地方法人税額
（42）－（43）（ ）中間申告の場合はその

税額とし､マイナスの
場合は､（45）へ記入

０ ０

課税標準法人税額

所 得 の 金 額 に
対する法人税額

（９）

（4）＋（5）＋（7）＋（10の外書）

課税留保金額に係る地方法人税額

この 申 告 により納 付
すべき法人税額又は
減少する還付請求税額

（65）

（43）－（42）

所得の金額に
対する法人税額

（68）
課税留保金額に
対する法人税額

（69）

（70）

（74） ０ ０

46

47

48

49

外

（別表四「47の 」）①

この申告前の所得
金額又は欠損金額

（60）

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０

中間申告分の法人税額

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

０ ０

中間申告分の地方法人税額

（別表六 「6の③」）（一）

33

34

35

36

37

38

39

40

41

44

０ ０

０ ０

（別表六 「20」）（二）

（別表六 「50」）（二）

特 定
同族会社 非同族会社

事業種目

同族会社同非区分

非中小法人
円期末現在の資本金の

額又は出資金の額
同上が１億円以下の普通法人のうち中小法人に該当しないもの

左記以外の公益法人
等、協同組合等又は
特 定 の 医 療 法 人

仮装経理に基づく過大申告の
更正に伴う控除法人税額

（（（10）（11）（12））と（19）のうち少ない金額）－ －

仮装経理に基づく過大申告の
更正に伴う控除地方法人税額

法人税額の特別控除額
（別表六 「４」）（六）

こ
の
申
告
書
に
よ
る
法
人
税
額
の
計
算

こ
の
申
告
書
に
よ
る
地
方
法
人
税
額
の
計
算

外
30

（25）＋（26）＋（27）

欠損金の繰戻しに
よる還付請求税額

計

27

28

外

外

43

法人区分
普通法人（特定の医療法
人を除く｡）一般社団法
人等､みなし公益法人等
又は人格のない社団等

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等
に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
（別表六 「7」＋別表十七 「3」）（五の二） （三の十二）

15

16 32

42

平成・令和

平成・令和 （ ）中間申告の場合
の 計 算 期 間

平成･令和
平成･令和

平成･令和 平成･令和

（53）＋（54）＋（55）

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等
に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
（（（別表六（五の二）「8」）＋（別表十七（三の十二）
「 4 」））と（ 3 8 ）の う ち 少 な い 金 額 ）

青色申告

【不動産】▶▶5月30日 (月 )・6月15日 (水 )

※ご都合がつかない方は、別日で個別相談も承っております。
※電話（当日まで予約可能）または、青色アプリ(３日前まで予約可能 )にて
ご予約ください。(当日受付も可能ですが、満席の場合はお断りさせていた
だきます。)

全て 9:30 ～ 12:00 頃　場所：当会 3階

「基礎説明会」

所

管

業
種
目

概
況
書

要

否

別
表
等

旧納税地及び

旧 法 人 名 等

添付書類
貸借対照表、損益計算書、株主（社員）資
本等変動計算書又は損益金処分表、勘定
科目内訳明細書、事業概況書、組織再編
成に係る契約書等の写し、組織再編成に
係る移転資産等の明細書

別
表
一

各
事
業
年
度
の
所
得
に
係
る
申
告
書－

内
国
法
人
の
分

平
三
十
一
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
等
分

…
…

○印税 理 士
署 名 押 印

年 月 日

兆 十億 百万

年 月 日

整理番号

事業年度
（至）

売上金額

申告年月日

一 連 番 号

税

務

署

処

理

欄

※

申 告 区 分

庁 指 定 局指定 指導等 区 分通信日付印 確認印

年 月 日

翌年以降
送付要否
税理士法第30条
の 書 面 提 出 有

税理士法第33条
の２の書面提出有

適用額明細書
提出の有無

法
人
税

地 方
法人税

期限後 修 正 修 正期限後

要 否 無有

有 有

事業年度分の法人税 申告書
申告書課税事業年度分の地方法人税

中 間中 間

年 月 日
年 月 日

年 月 日

年 月 日

令和 年 月 日
税務署長殿

署受
務 付
税 印

納税地

法人名

（フリガナ）

（フリガナ）
代 表 者
記名押印
代表者
住 所

電話（ ） －

○印

法人番号

十億 百万 千 円

１

控 除 税 額

差引所得に対する法人税額

法 人 税 額 計

同上に対する税額

課 税 留 保 金 額

同上に対する税額

課税土地譲渡利益金額

差 引 法 人 税 額

所得金額又は欠損金額

法 人 税 額

（２）－（３）

（22）＋（23）＋（24）

（４）＋（５）＋（７）＋（９）

（10）－（11）－（12）－（13）

（別表三 「４」）（一）

（別表三 「８」）（一）

（別表三（二）「24」＋別表三
（二の二）「25」＋別表三（三）「20」）

差引確定
法人税額
（14）－（15）（ ）中間申告の場合はその

税額とし､マイナスの
場合は、（26）へ記入

利
益

金

土
地
譲
渡
留
保
金

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０

０ ０

連結納税の承認を取り消された
場合等における既に控除された
法人税額の特別控除額の加算額

剰 余 金 ・ 利 益 の 配 当
（剰余金の分配）の金額

十億 百万 千 円

控除しきれなかった金額

控 除 し た 金 額

外 国 税 額

計

所 得 税 の 額

（17）＋（18）

（13）

（19）－（20）

控

除

税

額

の

計

算
土
地
譲
渡
税
額
の
内
訳

土 地 譲 渡 税 額

同 上

（21）
所得税額等の還付金額

中 間 納 付 額

こ
の
申
告
に
よ
る
還
付
金
額

（15）－（14）

（別表三 「27」）（二）

（別表三 「28」）（二の二）

同 上
（別表三 「23」）（三）

申
告
で
あ
る
場
合

こ
の
申
告
が
修
正

欠損金又は災害損失金等の当期控除額
（別表七 「４の計」＋（別表七 「９」（一） （二）
若しくは「21」又は別表七 「10」））（三）

翌期へ繰り越す欠損金又は災害損失金
（別表七 「5の合計」）（一）

18

19

20

21

22

23

24

25

26

29

31

17

課税留保金額に
対する法人税額

課税標準法人税額

（59）

地 方 法 人 税 額
（58）

所 得 地 方 法 人 税 額
（36）＋（37）

差 引 地 方 法 人 税 額
（38）－（39）－（40）－（41）

外 国 税 額 の 控 除 額

こ
の
申
告
前
の

申
告
で
あ
る
場
合

こ
の
申
告
が
修
正

この申告による還付金額

この申告により納付
すべき地方法人税額

45

す
る
金
融
機
関
等

還
付
を
受
け
よ
う
と

口座
番号

※税務署処理欄

預金

ゆうちょ銀行の
貯金記号番号

郵便局名等
本店･支店
出 張 所
本所･支所

銀 行
金庫･組合
農協･漁協

年 月 日残余財産の最
後の分配又は
引渡しの日

年 月 日
決算確定の日

０
０

０ ０

０ ０

基
準
法
人
税
額

税
額
の
計
算

課
税
標
準
法
人 （33）＋（34）

差引確定
地方法人税額
（42）－（43）（ ）中間申告の場合はその

税額とし､マイナスの
場合は､（45）へ記入

０ ０

課税標準法人税額

所 得 の 金 額 に
対する法人税額

（９）

（4）＋（5）＋（7）＋（10の外書）

課税留保金額に係る地方法人税額

この 申 告 により納 付
すべき法人税額又は
減少する還付請求税額

（65）

（43）－（42）

所得の金額に
対する法人税額

（68）
課税留保金額に
対する法人税額

（69）

（70）

（74） ０ ０

46

47

48

49

外

（別表四「47の 」）①

この申告前の所得
金額又は欠損金額

（60）

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０

中間申告分の法人税額

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

０ ０

中間申告分の地方法人税額

（別表六 「6の③」）（一）

33

34

35

36

37

38

39

40

41

44

０ ０

０ ０

（別表六 「20」）（二）

（別表六 「50」）（二）

特 定
同族会社 非同族会社

事業種目

同族会社同非区分

非中小法人
円期末現在の資本金の

額又は出資金の額
同上が１億円以下の普通法人のうち中小法人に該当しないもの

左記以外の公益法人
等、協同組合等又は
特 定 の 医 療 法 人

仮装経理に基づく過大申告の
更正に伴う控除法人税額

（（（10）（11）（12））と（19）のうち少ない金額）－ －

仮装経理に基づく過大申告の
更正に伴う控除地方法人税額

法人税額の特別控除額
（別表六 「４」）（六）

こ
の
申
告
書
に
よ
る
法
人
税
額
の
計
算

こ
の
申
告
書
に
よ
る
地
方
法
人
税
額
の
計
算

外
30

（25）＋（26）＋（27）

欠損金の繰戻しに
よる還付請求税額

計

27

28

外

外

43

法人区分
普通法人（特定の医療法
人を除く｡）一般社団法
人等､みなし公益法人等
又は人格のない社団等

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等
に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
（別表六 「7」＋別表十七 「3」）（五の二） （三の十二）

15

16 32

42

平成・令和

平成・令和 （ ）中間申告の場合
の 計 算 期 間

平成･令和
平成･令和

平成･令和 平成･令和

（53）＋（54）＋（55）

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等
に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
（（（別表六（五の二）「8」）＋（別表十七（三の十二）
「 4 」））と（ 3 8 ）の う ち 少 な い 金 額 ）

青色申告

所

管

業
種
目

概
況
書

要

否

別
表
等

旧納税地及び

旧 法 人 名 等

添付書類
貸借対照表、損益計算書、株主（社員）資
本等変動計算書又は損益金処分表、勘定
科目内訳明細書、事業概況書、組織再編
成に係る契約書等の写し、組織再編成に
係る移転資産等の明細書

別
表
一

各
事
業
年
度
の
所
得
に
係
る
申
告
書－

内
国
法
人
の
分

平
三
十
一
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
等
分

…
…

○印税 理 士
署 名 押 印

年 月 日

兆 十億 百万

年 月 日

整理番号

事業年度
（至）

売上金額

申告年月日

一 連 番 号

税

務

署

処

理

欄

※

申 告 区 分

庁 指 定 局指定 指導等 区 分通信日付印 確認印

年 月 日

翌年以降
送付要否
税理士法第30条
の 書 面 提 出 有

税理士法第33条
の２の書面提出有

適用額明細書
提出の有無

法
人
税

地 方
法人税

期限後 修 正 修 正期限後

要 否 無有

有 有

事業年度分の法人税 申告書
申告書課税事業年度分の地方法人税

中 間中 間

年 月 日
年 月 日

年 月 日

年 月 日

令和 年 月 日
税務署長殿

署受
務 付
税 印

納税地

法人名

（フリガナ）

（フリガナ）
代 表 者
記名押印
代表者
住 所

電話（ ） －

○印

法人番号

十億 百万 千 円

１

控 除 税 額

差引所得に対する法人税額

法 人 税 額 計

同上に対する税額

課 税 留 保 金 額

同上に対する税額

課税土地譲渡利益金額

差 引 法 人 税 額

所得金額又は欠損金額

法 人 税 額

（２）－（３）

（22）＋（23）＋（24）

（４）＋（５）＋（７）＋（９）

（10）－（11）－（12）－（13）

（別表三 「４」）（一）

（別表三 「８」）（一）

（別表三（二）「24」＋別表三
（二の二）「25」＋別表三（三）「20」）

差引確定
法人税額
（14）－（15）（ ）中間申告の場合はその

税額とし､マイナスの
場合は、（26）へ記入

利

益

金

土
地
譲
渡
留
保
金

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０

０ ０

連結納税の承認を取り消された
場合等における既に控除された
法人税額の特別控除額の加算額

剰 余 金 ・ 利 益 の 配 当
（剰余金の分配）の金額

十億 百万 千 円

控除しきれなかった金額

控 除 し た 金 額

外 国 税 額

計

所 得 税 の 額

（17）＋（18）

（13）

（19）－（20）

控

除

税

額

の

計

算
土
地
譲
渡
税
額
の
内
訳

土 地 譲 渡 税 額

同 上

（21）
所得税額等の還付金額

中 間 納 付 額

こ
の
申
告
に
よ
る
還
付
金
額

（15）－（14）

（別表三 「27」）（二）

（別表三 「28」）（二の二）

同 上
（別表三 「23」）（三）

申
告
で
あ
る
場
合

こ
の
申
告
が
修
正

欠損金又は災害損失金等の当期控除額
（別表七 「４の計」＋（別表七 「９」（一） （二）
若しくは「21」又は別表七 「10」））（三）

翌期へ繰り越す欠損金又は災害損失金
（別表七 「5の合計」）（一）

18

19

20

21

22

23

24

25

26

29

31

17

課税留保金額に
対する法人税額

課税標準法人税額

（59）

地 方 法 人 税 額
（58）

所 得 地 方 法 人 税 額
（36）＋（37）

差 引 地 方 法 人 税 額
（38）－（39）－（40）－（41）

外 国 税 額 の 控 除 額

こ
の
申
告
前
の

申
告
で
あ
る
場
合

こ
の
申
告
が
修
正

この申告による還付金額

この申告により納付
すべき地方法人税額

45

す
る
金
融
機
関
等

還
付
を
受
け
よ
う
と

口座
番号

※税務署処理欄

預金

ゆうちょ銀行の
貯金記号番号

郵便局名等
本店･支店
出 張 所
本所･支所

銀 行
金庫･組合
農協･漁協

年 月 日残余財産の最
後の分配又は
引渡しの日

年 月 日
決算確定の日

０
０

０ ０

０ ０

基
準
法
人
税
額

税
額
の
計
算

課
税
標
準
法
人 （33）＋（34）

差引確定
地方法人税額
（42）－（43）（ ）中間申告の場合はその

税額とし､マイナスの
場合は､（45）へ記入

０ ０

課税標準法人税額

所 得 の 金 額 に
対する法人税額

（９）

（4）＋（5）＋（7）＋（10の外書）

課税留保金額に係る地方法人税額

この 申 告 により納 付
すべき法人税額又は
減少する還付請求税額

（65）

（43）－（42）

所得の金額に
対する法人税額

（68）
課税留保金額に
対する法人税額

（69）

（70）

（74） ０ ０

46

47

48

49

外

（別表四「47の 」）①

この申告前の所得
金額又は欠損金額

（60）

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０

中間申告分の法人税額

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

０ ０

中間申告分の地方法人税額

（別表六 「6の③」）（一）

33

34

35

36

37

38

39

40

41

44

０ ０

０ ０

（別表六 「20」）（二）

（別表六 「50」）（二）

特 定
同族会社 非同族会社

事業種目

同族会社同非区分

非中小法人
円期末現在の資本金の

額又は出資金の額
同上が１億円以下の普通法人のうち中小法人に該当しないもの

左記以外の公益法人
等、協同組合等又は
特 定 の 医 療 法 人

仮装経理に基づく過大申告の
更正に伴う控除法人税額

（（（10）（11）（12））と（19）のうち少ない金額）－ －

仮装経理に基づく過大申告の
更正に伴う控除地方法人税額

法人税額の特別控除額
（別表六 「４」）（六）

こ
の
申
告
書
に
よ
る
法
人
税
額
の
計
算

こ
の
申
告
書
に
よ
る
地
方
法
人
税
額
の
計
算

外
30

（25）＋（26）＋（27）

欠損金の繰戻しに
よる還付請求税額

計

27

28

外

外

43

法人区分
普通法人（特定の医療法
人を除く｡）一般社団法
人等､みなし公益法人等
又は人格のない社団等

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等
に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
（別表六 「7」＋別表十七 「3」）（五の二） （三の十二）

15

16 32

42

平成・令和

平成・令和 （ ）中間申告の場合
の 計 算 期 間

平成･令和
平成･令和

平成･令和 平成･令和

（53）＋（54）＋（55）

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等
に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
（（（別表六（五の二）「8」）＋（別表十七（三の十二）
「 4 」））と（ 3 8 ）の う ち 少 な い 金 額 ）

青色申告

国の一時支援金または月次支援金を既に受給した方は事前確認不要です。

【事業】▶5月31日 (火 )・6月16日 (木 )・17日 (金 )

○当会のご利用案内
○帳簿の記帳から決算、申告までのスケ
ジュール
〇記帳を始める前の準備。必要書類
〇どんな帳簿で記帳する？記帳の基礎…
などなど

どんな内容？？

」

「

今後の

※詳しくは支援金公式HPでご確認ください。



～お読みください～
　　　■ 帳簿の記帳方法や決算書の書き方、電子申告の相談などをサポートいたします。
　　　■ 帳簿の記帳やまとめは事業主やご家族の方が行います。
　　　■ 随時、はじめての方向け「基礎説明会」や「会計ソフト説明会」も実施しています。
　　　■ １０万円以上の事業用資産（車両や備品）を購入した場合には、減価償却明細書への事前登録が必要です。取得された年の１２月
　　　までにご相談ください。
　　　■ 従業員や専従者に給与を支給される場合には年に２回の手続きが必要になります。
　　　■ 確定申告に向けて、帳簿は１月中旬ごろまでに完成させましょう。
　　　■ サポート範囲は事業所得・不動産所得・給与所得・雑所得の一部・消費税の届け出に関することとなります。譲渡や株、FX、暗号
　　　資産等、その他税に関することは税理士又は税務署へご相談下さい。
　　　■ 個人事業主の確定申告をスムーズに終了させるコツはこまめに相談をすることです。
　　　■ 平日は仕事で忙しいので相談に来られない‼のお声もありますが、正しい申告を行うためには欠かせないことです。
　　　■ ご利用時間
　　　■ （通常期）月曜日～金曜日（土・日曜日、祝日は休業）
　　　　　　　　　　９時から１７時（１２時～１３時は除く）
　　　　　　　　　　※記帳相談等は 15：15 までの受付です。
　　　　　　　　　　※一回のご相談時間は 45分です。
　　　■ （繁忙期）1月～３月の確定申告期の決算相談は、通常期とは別体制での受付となります。予約方法などは会報「えどがわきた」で
　　　ご案内します。
　　　■ ご相談は個別（会員と相談員との対面方式）相談になります。
　　　■ ご予約の方を優先しております。
　　　■ ご相談内容は下記の区分でご案内します。

             ■ 予約方法は下記のとおりです。※青色アプリを是非ご登録ください。

             ■ ご来会時には受付で会員証または青色アプリを提示してください。（会員証の再発行には 200 円申し受けます。）
             ■ 駐車場は、受付にて駐車券を発行致します。無断駐車禁止です。
             ※満車の場合はご利用できません。また繁忙期は、駐車禁止となります。
             ■ 駐車場・駐輪場でのトラブルは当会では一切の責任は負えません。
             ■ 青色申告会の年会費は、毎年４月１日から翌年３月３１日の一年間です。
             ■ 年会費はご利用の有無に関わらず、ご希望の金融機関より４月（ゆうちょ銀行以外の金融機関は６日、ゆうちょ銀行は１８日、金
　　　融機関の休業日の場合は翌営業日）に口座引落とし、一括払いとなります。（現在年２回払いの方は変更ございません。)
             ■ ご入会年はご利用月に関わらず年会費 24,000 円と入会金 2,000 円を入会時にご請求いたします。
             ■ 廃業等の場合でも、その年分の決算相談をご利用の際には年会費が発生いたします。
             ■ ご退会のお申し出がない限り、毎年４月１日自動更新となります。
             ■ 既納の入会金、会費は返還致しません。
             ■ 何度ご相談いただいても会費の金額は変わりません。
             ■ 会計ソフト利用料、その他福利厚生サービス利用の際には別途定められた料金が必要です。
             ■ ご相談時に会費等の未納金額がある場合にはご相談いただけない場合もございます。
             ■ ご退会の場合には
                □所定の用紙にご記入いただき、当会の受取印をもって退会手続きとさせていただきます。
                □ご利用に関する会費等の未納金額がある場合には未納金額のお支払いをいただいた後、退会手続きをさせていただきます。
                □年度末（3月末）のご退会手続きは３月１５日までにお願いいたします。
             ■ 個人情報の取り扱いについては、当会ホームページをご覧ください。
             ■ 個人情報が記載された申告書等の郵送等は行いません。
             ■ 青色申告会をどうぞご利用ください。　
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一般社団法人　江戸川北青色申告会
〒132-0021 東京都江戸川区中央 1-2-18　℡03(3656)0621

江戸川北青色申告会ご利用案内

当会のご利用案内です。ご一読ください。
※ご不明点は事務局までお問い合わせください。

　青色申告会は個人事業主の帳簿の記帳や決算相談のサポート業務を行う団体です。当会からのご案内、税理士や司法書士による相談会、
決算相談の予約方法等のお役に立つ情報を、会報「えどがわきた」でご案内します。
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青色アプリをダウンロード！
● ●

青色アプリでできること (一例 )

・会報誌よりも素早い情報提供
・会報誌がスマホで手軽に閲覧
・会員証の提示

相談予約が可能になりました！
青色アプリを使っていますか？

この機会に是非ダウンロード！

※職員を指名する場合はお電話にてご予約ください。
・相談予約

ダウンロード！
スマートフォンから

以下の日程にて開催いたしますので、お電話 ( ℡03- 3656- 0621) にてご予約ください。
※詳細は同封のチラシをご覧ください。

青色ドック (健康診断 )受診の受付開始

〇日　　時　令和 4年 6月 6日（月）9：00 ～
〇場　　所　江戸川北青色申告会　　住所　江戸川区中央 1-2-18
〇料　　金　青色共済加入者：13, 000 円＋オプション料金、
　　　　　　青色共済未加入者：16,000 円＋オプション料金
〇定　　員　50 名
〇受付締切　令和 4年 5月 20 日 ( 金 )
※先着順にて定員になり次第、受付は終了となります。



▶▶事務局カレンダー
事務局休館

基礎説明会

5月   2 日・  6 日

6 月   15 日・16 日・17 日
青色ドック

職員研修のため事務局休館

5月    30 日・31 日 基礎説明会
6月      6 日

6 月   24 日

 

 

自動車税種別割は、毎年４月１日現在、自動車検査証（車検証）に記載されている所有

者（割賦販売の場合は使用者）の方に課税されます。

令和４年度の自動車税（種別割）納税通知書は、５月２日（月）に発送します。

５月３１日（火）までにお納めください。なお、新型コロナウイルス感染症の影響により

納税が困難な方については、申請により納税を猶予する制度があります。詳しくは主税局

ホームページをご覧ください。

【お問合せ先】東京都自動車税コールセンター

（平日 時～ 時）

身体障害者手帳等をお持ちの方へ

 

 
 
 
 

●減免の対象となる方

身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳、戦傷病者手帳

のいずれかをお持ちで、障害の程度が一定基準の方

●減免の対象となる自動車

障害者の方又は生計を同じくする方が所有（又は取得）する自動車で、障害者の方が運転するもの又

は生計を同じくする方が、その障害者の方の通院・通学等のために運転するもの

※個人名義の自家用自動車に限ります。

●申請方法

＜申請場所＞都税事務所・都税支所・支庁・都税総合事務センター・自動車税事務所

＜申請期限＞納期限（令和４年５月３１日（火））

＊新たに自動車を取得した場合は登録（取得）の日から１ヶ月以内

※申請期限間際は窓口が大変混み合います。時間にご都合がつく場合は、月末時を避けてご来所く

ださいますよう、ご協力をお願いいたします。

＜必要書類＞

①減免申請書 ②身体障害者手帳等 ③運転免許証（コピーの場合は表裏両面）

＊障害者の方と生計を同じくする方が所有する場合

上記①～③に加え、

④所有者又は取得者（納税義務者）の住所が確認できる公的証明書（運転免許証（コピーの場合は表

裏両面）、住民票等）

＊生計を同じくする方が近隣にお住まいの親族の場合

上記①～④に加え、

⑤「親族であること」が確認できる書類（戸籍謄本等）

※既に減免を受けている方は、改めて申請する必要はありません。

※新型コロナウイルス感染症の影響で期限内に申請が困難な場合は、ご相談ください。

【お問合せ先】

東京都自動車税コールセンター ０３－３５２５－４０６６

平日 ９時～１７時 （土日・休日・年末年始を除く。）

主税局

都税の支払い方法

▶ ▶ ▶

自動車税種別割の はお済みですか？

江戸川都税事務所からのお知らせ

【日時】令和 4年 5月 26 日 ( 木 )14:00 ～
【場所】グリーンパレス孔雀

～議案～

第１号議案　2021（R３）年度　事業報告の件

第２号議案　2021（R３）年度　収支決算報告の件

第３号議案　役員改選の件

第４号議案　定款一部変更の件（電子提供措置をとる旨の定めの設定）

第５号議案　合併承認の件

第６号議案　合併に伴う定款変更の件

第７号議案　合併に伴う理事・監事選任の件

第８号議案　労働保険事務組合・事務処理規約の件

第 10回定時総会開催

職員研修のため事務局休館5月   27 日
  5 月   26 日 第 10 回定時総会


